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1. はじめに 
	 低炭素化社会の実現のためには，個別の要素技術導入のみだ

けではなく，複数の街区群による地域的な連携が必要である．

また，工場からの排熱や温度差エネルギーなど，これまで捨て

られていた未利用エネルギーを利用することにより，都市構造

を大きく変化させることなく省エネ効果を得ることが期待で

きる．そこで本研究では，名古屋駅から 30kmの範囲にある 33

市町村（以下，名古屋都市圏）を対象として，業種ごとの未利

用エネルギーポテンシャルを，500mメッシュ単位の空間解像

度で推計を行った． 

 
2. 推計方法 
	 本研究での未利用エネルギーポテンシャルの推計で対象と

する業種は，その経済活動において排熱が生じていると考えら

れる，製造業，電力・ガス，清掃（ごみ焼却）を対象とした．

対象部門である各企業の排熱量について，省エネルギーセンタ

ー(2001)による業種別の排熱推定式を用いて排熱量を推計する．

業種 iにおける未利用エネルギーEi（TJ/年）は， 

𝐸! = 𝑎 + 𝑏𝑋 

として推計される．ここで，X：排熱要因であり，石油部門は

従業員数(人)，清掃部門はゴミ焼却量(千トン)，それ以外の部

門は購入エネルギー(T cal)であり，メッシュあたりの当該事業

所数に1事業所あたりの購入エネルギー原単位を乗じることに

より算出した．また，aと bは省エネルギーセンター (2001)
により推定されたパラメータである．表 1に推計に用いたデー

タについて示す． 

 
 3. 推計結果と考察 
	 図 1に 500mメッシュ単位での未利用エネルギーポテンシャ

ルの推計結果について示す．人口と産業が集中している名古屋

市中心部と，石油や化学部門など比較的大きな排熱を有する企

業が多く立地している沿岸部分においてポテンシャルが大き

くなっている．対象範囲におけるポテンシャルの総計は

340,270 [TJ]であり，これは愛知県における産業部門の最終消費

エネルギーに匹敵する．また，業種別では，鉄鋼業(一貫)が最

も多く 166,018 [TJ]で約半数を占めており，次いで有機化学，

機械の順となっている． 

	 なお，原単位法による推計であるため，その値には誤差が生

じていると考えられるが，都心部においても未利用エネルギー

が多く存在していることから，低炭素化には地域間での熱融通

などの連携が有効である． 
 

表 1 推計に利用したデータ 

 

 
図 1 未利用エネルギーポテンシャルの推計結果 
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